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ＴＰＰ速報

ＴＰＰ交渉参加問題は農林水産業者のみならず全国民の暮らしと命に関わる重大な問題です。 そこで、この速報でＴＰＰに関する

最新情報を随時提供致します。

系統イントラに掲示します。

ＮＯ！ＴＰＰ 断固反対！ ＪＡグループ宮城

宮城県協同組合こんわ会

米国政府はTPP対日要求を明確にするため実施した意見募集を今月１３日に締め切りました。内容は、徹

底的な市場開放を求める強硬意見が大半を占めました。 特に注目すべき意見は以下になります。

①自動車や鉄鋼業界の代表団体・・・交渉参加の条件として日本が米国車等を輸入する数量枠を設けるど、

「対日輸出が確実に増える」約束をさせること。

②米生命保険協会・・・日本郵政と民間企業と同じ競争条件にするまで、「かんぽ生命」の事業を制限するこ

と。協同組合の共済事業も税制などで民間保険と同じルールを適用すること。

③米食肉輸出連合会・・・米国産牛肉に対する月齢制限を不用とする国際基準に輸入条件を合わせること。

特に、③については、前回のTPP速報でもお知らせしたように、既に日本側で牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策

の輸入規制緩和に向けた動きがあります。また、自動車や保険、農業業界の要求の中には、米韓自由貿易

協定（FTA）で米国側が勝ち取っている項目もあるため、注意が必要です。

別紙１ 日本農業新聞より関連記事

２．ＴＰＰを慎重に考える会による訪米調査報告 米国民も批判的

与党議員らでつくる「TPPを慎重に考える会」（山田正彦会長）の訪米調査で、日本のTPP交渉参加に対す

る米国の業界団体の考えが明らかになってきました。特に米国農業関連団体の中には、日本に遺伝子組み

換え（GM）作物の表示義務の廃止を迫る考えや、GM小麦を生産する意向を示すなど、食の安全が脅かさ

れる危険性が浮き彫りになりました。米国の一般市民の中には、FTAによって雇用が失われた経験から、TPP

のような自由貿易体制そのものに懐疑的な状況であることも判明しました。

別紙２ 日本農業新聞より関連記事

３．全中、日医が共同会見 ＴＰＰ危険性強調

米通商代表部（USTR）がTPPへの事前協議等で、保険適用診療と適用外の自由診療を併用する「混合

診療」の全面解禁を対象外とする方針を日本政府に非公式に伝えていたことが２２日新聞報道されました。

しかし、日本医師会の原中会長は、２５日のJA全中と日本医師会の共同会見の場で、TPPの対象に医療制

度が盛り込まれなくても、「TPPが発効した際に、日本の医療制度の規制緩和が進められ、国民皆保険が崩

壊する危険性を感じている」と危機感を表明、引き続きTPP参加に反対する姿勢を明らかにしました。

別紙３ 日本農業新聞より関連記事

４．ＴＰＰ交渉参加反対について各層の取り組み・動向

「TＰＰを慎重に考える会」は環太平洋経済連携協定（TPP）反対を訴える国際シンポジウムを３月に東京都

内で開く方針を明らかにしました。

また、大学生や日本生協連の取り組みや、東京大学大学院鈴木宣弘教授の記事をご紹介します。

別紙４ 日本農業新聞より関連記事 以 上












